
「農村DX協議会」のご案内

◼設立の背景

農村地域では、急速な人口減少・高齢化の進展により、これまでと同様の方法で様々な活動
を維持・展開することが難しくなりつつあります。そうした中で住みよい地域を維持していく
ためには、IoT機器を活用しながら根本的な考え方や行動を変革し、付加価値を創出するデジタ
ルトランスフォーメーション（DX）の取り組みが不可欠です。

そこで株式会社日本総合研究所（以下、日本総研）では、農村地域の生活やインフラも一括
してデジタル化し「儲かる農業」と「住みやすい農村」の両立を実現することを「農村DX」と
名づけ、推進しています。2019年には、全国の自治体の皆様とともに具体的なアイデアや実現
の手法を検討するため「農村DX協議会」を設立しました。

◼本協議会の目的

本協議会では、先進地域の事例の情報共有や、DX推進の考え方や推進手法を学び合う場の提
供を通じ、農村DXのコンセプトに共感する自治体の皆様がそれぞれの地域で農村DXを推進・
実現していくお手伝いをすることを目指します。

◼メッセージ

日本総研では、本協議会各地域での活動を通じて、それぞれの地域の現状や課題を整理し、
国などへの働きかけを行います。

地域での取り組みや感じておられる課題を、協議会を通じてぜひ共有してください。



◼本協議会の活動内容

コラムの配信

日本総研の研究員が農村地域DXのアイデアや先進地域の事例を紹介するコラムの情報を定期的
にお届けします。

協議会イベントの実施

農村DXの推進に必要な知識・スキルの習得を目指す自治体の皆様向けにイベントを実施します。

ネットワーク構築

日本総研や会員が開催するイベント・実証実験等の参加募集のご案内、先進技術を有する企業
のご紹介などを行います。

その他

伴走支援やコンサルティングのご要望があればご相談ください。

◼ 2022年度のイベント予定

オンラインセミナー等のイベントを予定しております。

内容（予定）

・農村DXをめぐる動向

・DX推進のための基礎知識

・農村DX企画立案のポイント

◼協議会の概要および会員について

団体名称：農村デジタルトランスフォーメーション協議会

幹事：株式会社日本総合研究所

会員：都道府県および市町村 ※中央省庁、農業関連団体等はオブザーバーとして参加可能

入会費・会費：無料

◼お申込み

別紙「運営規約」を確認の上「申込書」にご記入いただき、メールかFAXにてご返送ください。

◼お問い合わせ先

株式会社日本総合研究所 創発戦略センター

農村デジタルトランスフォーメーション協議会事務局 担当：多田

〒141-0022 東京都品川区東五反田2丁目18番1号大崎フォレストビルディング

E-mail：100860-nousonDX@ml.jri.co.jp

FAX：03-6833-9481

※具体的な開催時期、開催方法は決まり次第ご案内します。
内容は、現時点での想定です。
変更の可能性がありますのでご了承ください。


